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(要約）

本稿は，無期刑の本質と仮釈放法定期間の在り方について論じたものである。近年，無期

刑の仮釈放までの平均期間は30年を超えているばかりか，刑の執行開始から30年近く経過す

るまで仮釈放審理すら行われない状況にあり．現行法が定める10年という仮釈放要件として

の意味が薄れてしまっている。本稿では．まず、無期刑の本質を終身刑と見る通説・判例の

問題点を指摘し有期刑を超える不定期刑とする立場に立つことを明らかにする。その上で，

法定期間を，施設内処遇と社会内処遇の連携による対象者の社会復帰と再犯防止にとって効

果的な期間の一般的基準を定めたものと捉える処遇連携説に基づき，有期刑の施設内処遇期

間との対比や社会内復帰の適期をも考慮し，無期刑の法定期間を現行よりも長い15年(再入

者の場合はZ0年）としさらに法定期間経過時に必ず最初の仮釈放審理を行う制度とするこ

とを提案する。
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Ｉ本稿の論点と意義

現行刑法は，無期刑に対する仮釈放の形式

的要件として１０年という法定期間を定めてい

る(刑28条)。しかし，現実には，法定期間の

経過から間もない時期に仮釈放される無期受

刑者はおらず，特に近年は仮釈放までの期間

が極めて長期化し'，法定期間と実際の仮釈

放時期は乖離する一方である(表1)。

このため，無期受刑者が更生や社会復帰の

希望を失ったり，施設側の処遇意欲が減った

りするおそれがあるばかりか，長期の受刑に

より，家族が他界したり世代交代したりして

引受人がいなくなり，仮釈放がますます困難

となる事態が予想される2°たとえ仮釈放と

なっても，釈放時の年齢が高齢となるため社

会復帰に向けた支援にも大きな労力を要し，

結局，福祉に依存するばかりの社会復帰とな

らざるを得ない。極めて高齢で仮釈放となっ

ても，要介護や寝たきりの状態で福祉施設や

病院へ直行では，果たして社会復帰と言える

のか疑問である。

無期受刑者に対する仮釈放の許否や時期に

ついては，個々の受刑者の改俊の状を踏まえ

た適切な判断を行うとしても，これほどまで

法務省保護局｢無期刑の執行状況及び無期刑受刑者に係る仮釈放の運用状況について｣(2013)。

太田達也｢刑事施設における受刑者処遇の課題と展望一刑耶収容施設法施行5年を経過して」法律のひろぱ65巻8号
(2012)60頁。
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